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証券コード：3003

第 90 期

定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・連結注記表

・個別注記表

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款の定めに基づき、当
社ウェブサイト（https://www.hulic.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供して
おります。
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連 結 注 記 表
１．記載金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　22社
・主要な連結子会社の名称　　　「事業報告」の「１　企業集団の現況に関する事項　６．重要な親会社及び

子会社の状況」に記載しているため、省略しております。
・連結の範囲の変更　　　　　　㈱アヴァンティスタッフは、当連結会計年度に全株式を譲渡したことにより、

連結の範囲から除外しております。
ヒューリックホテルマネジメント京都㈱は、当連結会計年度において新たに設
立されたため、連結の範囲に含めております。
当連結会計年度において株式交換により日本ビューホテル㈱を完全子会社化し
たことに伴い、同社並びにその子会社である那須興業㈱及び日本ビューホテル
事業㈱を連結の範囲に含めております。

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称　　㈲基友会
・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても連結
計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため連
結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社または関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数　　　６社
・主要な会社等の名称　　　　　平和管財㈱
・持分法適用の範囲の変更　　　合同会社Ｈｅｐｔａｇｏｎは、当連結会計年度に匿名組合出資したことにより、

持分法適用の範囲に含めております。
日本ビューホテル㈱は、当連結会計年度において株式交換により完全子会社化
したことに伴い、連結子会社に該当することとなったため、持分法適用の範囲
から除外しております。

②　持分法を適用していない非連結子会社または関連会社の状況
・主要な会社等の名称　　　　　品川シーズンテラス㈱
・持分法を適用しない理由　　　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除
いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性が
ないため持分法の適用範囲から除外しております。

③　持分法適用手続きに関する特記事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の
事業年度に係る計算書類を使用しております。なお、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結上必要な調整をおこなっております。
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⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
㈱ポルテ金沢、東池袋合同会社及び㈱モスの決算日は３月31日、日本ビューホ
テル㈱、那須興業㈱及び日本ビューホテル事業㈱の決算日は４月30日、仙台一
番町開発特定目的会社の決算日は７月31日であり、仮決算を実施したうえ連結
計算書類を作成しております。
スマート・ライフ・マネジメント㈱の決算日は９月30日、ヒューリックアグリ
㈱の決算日は10月31日、新宿三丁目プロパティ合同会社の決算日は11月30日
であり、それぞれ同決算日現在の計算書類を使用しております。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整
をおこなっております。
その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　連結会計年度末日を含む前１ヶ月間の市場価格等の平均値に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ　　　　　　　時価法
ハ．たな卸資産

・販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

・仕掛販売用不動産　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

・未成工事支出金　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

(リース資産を除く)
主として定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下の通りであります。
建物及び構築物　２～60年

ロ．無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づいております。

③　重要な繰延資産の処理方法
イ．開業費　　　　　　　　　　５年で均等償却しております。
ロ．株式交付費　　　　　　　　３年で均等償却しております。
ハ．社債発行費　　　　　　　　償還期間にわたり定額法により償却しております。

④　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づ

き、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

2

連結注記表



2020/02/21 11:20:03 / 19585222_ヒューリック株式会社_招集通知（Ｆ）

ロ．賞与引当金　　　　　　　　執行役員及び従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計
年度に負担すべき金額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　役員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ
き金額を計上しております。

ニ．株式給付引当金　　　　　　役員株式給付規程に基づく役員及び執行役員への当社株式の給付等に備えるた
め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属

方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、主として給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去
勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により按分した
額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ハ．小規模企業等における簡便
法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適
用しております。

⑥　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
⑦　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　繰延ヘッジを採用しております。特例処理の要件を満たす金利スワップについ
ては、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引をおこなっており、ヘッジ
対象の識別は個別契約ごとにおこなっております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ
ーの累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。
ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略
しております。

⑧　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、主として20年間の均等償却をおこなっております。

⑨　その他連結計算書類作成のための重要事項
消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

３．会計方針の変更に関する注記
（税効果会計に係る会計基準の適用指針の適用）
　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）を当連結会計
年度から適用し、計算書類における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取り扱いを見直しております。
　なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用はおこなっておりません。
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４．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当連結会計年度
の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表
示しております。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「段階取得に係る差損」は、特別損失の
総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「段階取得に係る差損」は13百万円であります。

５．追加情報
（固定資産の振替）
　固定資産に計上していたもののうち、金額120,850百万円を販売用として所有目的を変更したため、販売用不
動産及び仕掛販売用不動産に振替えております。

（投資有価証券の振替）
　投資有価証券に計上していたもののうち、金額3,782百万円を販売用として所有目的を変更したため、営業投資
有価証券に振替えております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当社の取締役（社
外取締役を除く。）及び執行役員（以下、「取締役等」といいます。）に対する業績連動型の株式報酬制度「株式
給付信託（BBT）」を導入しております。（以下、「本制度」といいます。）当該信託契約に係る会計処理につい
ては、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　
平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。
⑴　取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、当社の取
締役会が定める役員株式給付規程に従って、業績達成度を勘案して付与されるポイントに基づき、当社株式の現
物及び当社株式の時価相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が信託を通じて給付される仕組みであ
ります。なお、当社の取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等を退任し、取締役及び
執行役員のいずれでもなくなった時となります。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株
式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度2,107百万円、2,041千株
であります。
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６．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次の通りであります。
建物及び構築物 5,000百万円
土地 40,959百万円
　計 45,959百万円

　担保付債務は次の通りであります。
１年内返済予定の長期借入金 290百万円
長期借入金 23,145百万円
　計 23,435百万円
（うちノンリコースローン） （23,435百万円）

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 92,608百万円

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末
株式数

普 通 株 式 663,062千株 10,845千株 －千株 673,907千株
（注）発行済株式の総数の増加10,845千株は、日本ビューホテル㈱との株式交換による増加であります。

⑵　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度増加
株式数

当連結会計年度減少
株式数

当連結会計年度末
株式数

普 通 株 式 4,486千株 1,178千株 0千株 5,664千株
（注）１．自己株式の数の増加1,171千株は、株式給付信託（BBT）による当社株式の取得による増加であります。

２．自己株式の数の増加０千株（91株）は、日本ビューホテル㈱との株式交換に伴う端数株式の買取りによる増
加であります。

３．自己株式の数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
４．自己株式の数の減少０千株（570株）は、単元未満株式の買増請求による減少であります。
５．当連結会計年度末株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式2,041千株が含まれております。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額

2019年３月26日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 9,265百万円
・１株当たり配当額 14円
・基準日 2018年12月31日
・効力発生日 2019年３月27日
（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれており

ます。
2019年７月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 9,265百万円
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・１株当たり配当額 14円
・基準日 2019年６月30日
・効力発生日 2019年９月３日
（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金28百万円が含まれており

ます。
②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2020年３月24日開催予定の定時株主総会において次の通り付議いたします。
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 11,771百万円
・配当金の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 17.5円
・基準日 2019年12月31日
・効力発生日 2020年３月25日
（注）配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当金35百万円が含まれており

ます。
⑷　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

８．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、必要な資金を主に銀行借入、社債や短期社債（コマーシャル・ペーパー）の発行によって調
達する方針としております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引
は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引はおこなわない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに対しては、
取引先ごとの期日管理及び残高管理をおこなっており、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
はかっております。
　営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、特別目的会社に対する匿名組
合出資、資産流動化法に基づく特定目的会社に対する優先出資等であり、それぞれ市場価格の変動リスク及び発
行体の信用リスクに晒されております。当該リスクに対しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握して
おります。
　賃借物件において預託している差入保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。
　借入金、社債及び短期社債（コマーシャル・ペーパー）は、主に運転資金や設備投資に必要な資金の調達を目
的としたものであり、償還日は最長で決算日から約33年後であります。このうち一部は変動金利であるため、金
利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であ
ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につい
ては、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「⑷　会計方針に関する事項⑦　
重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
　また、資金調達に係る流動性リスクについては、適時に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理してお
ります。
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③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま
れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2019年12月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、次の通りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めており
ません。

連結貸借対照表
計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

① 現金及び預金 48,727 48,727 －
② 受取手形及び営業未収入金 3,747 3,747 －
③ 投資有価証券 107,445 107,445 －

資産計 159,920 159,920 －
① 短期借入金 440 440 －
② １年内返済予定の長期借入金及び長期借入金 985,600 998,007 12,406
③ 短期社債 19,999 19,999 －
④ １年内償還予定の社債及び社債 140,038 140,424 385

負債計 1,146,079 1,158,871 12,792
デリバティブ取引(＊) (57) (57) －

(＊)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に
ついては（　）で示しております。

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

①　現金及び預金
　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

②　受取手形及び営業未収入金
　相手先の信用状態が契約後大きく異なっていない限り、回収期間等から時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。

③　投資有価証券
　上場株式等は取引所の価格によっております。

負債
①　短期借入金及び③　短期社債

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

②　１年内返済予定の長期借入金及び長期借入金
　固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入をおこなった場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映
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することから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。
なお、変動金利によるもののうち、金利スワップの特例処理の対象とされたものは、当該金利スワ
ップと一体として処理された元利金の合計額を、新規に同様の借入をおこなった場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。

④　１年内償還予定の社債及び社債
　主として市場価格等によっております。

デリバティブ取引
取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

営業投資有価証券（＊１） 6,377
投資有価証券

子会社株式及び関連会社株式（＊１） 10,672
その他有価証券

非上場株式（＊１） 10,621
その他（匿名組合出資・優先出資等）（＊１） 4,270

差入保証金（＊２） 18,547
長期預り保証金（＊３） 79,826

(＊１)　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時
価開示の対象としておりません。

(＊２)　市場価格がなく、実質的な残存期間を算定することが困難であり、合理的なキャッシュ・フロ
ーを見積ることが極めて困難と認められ、かつ、金額的な重要性もないため、時価開示の対象
としておりません。

(＊３)　市場価格がなく、実質的な残存期間を算定することが困難であり、合理的なキャッシュ・フロ
ーを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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９．賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィス

ビルや賃貸住宅、賃貸商業施設等を所有しております。なお、賃貸オフィスビル等の一部については、当社及び一
部の連結子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連
結会計年度増減額及び時価は、次の通りであります。

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度
末の時価

（百万円）当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度
末残高

賃貸等不動産 1,071,472 207,225 1,278,697 1,629,929
賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産 88,015 1,057 89,072 107,937

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度増減額のうち、主な増減は、不動産の取得（343,544百万円）による増加、販売用不動産

への振替（120,807百万円）による減少等であります。
３．当連結会計年度の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額、

その他の主な物件については適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で算定した
金額、一部の物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただ
し、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えら
れる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっておりま
す。また、当連結会計年度に新規取得した物件については、時価の変動が軽微であると考えられるため、
連結貸借対照表計上額をもって時価としております。

　また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する2019年12月期における損益
は、次の通りであります。

賃貸収益
（百万円）

賃貸費用
（百万円）

差額
（百万円）

その他損益
（△は損失）
（百万円）

賃貸等不動産 72,331 29,528 42,803 △1,219
賃貸等不動産として使用される
部分を含む不動産 4,575 3,946 629 △0

(注)１．賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社及び一部
の連結子会社が使用している部分を含むため、当該部分の賃貸収益は、計上されておりません。なお、当
該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれており
ます。

２．その他損益のうち主なものは、「特別損失」に計上している建替関連損失、固定資産除却損等であります。

10．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 687円01銭
⑵　１株当たり当期純利益 88円93銭
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個 別 注 記 表
１．記載金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　期末日を含む前１ヶ月間の市場価格等の平均値に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
③　たな卸資産

・販売用不動産　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

・仕掛販売用不動産　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

(リース資産を除く)
定額法を採用しております。
主な耐用年数は以下の通りであります。
建物　２～50年

②　無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づいております。

⑶　繰延資産の処理方法
①　株式交付費　　　　　　　　　３年で均等償却しております。
②　社債発行費　　　　　　　　　償還期間にわたり定額法により償却しております。

⑷　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

⑸　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づ

き、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　執行役員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべ
き金額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金
額を計上しております。
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④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を
計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理することとしております。

⑤　株式給付引当金　　　　　　　役員株式給付規程に基づく役員及び執行役員への当社株式の給付等に備えるた
め、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

⑹　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しておりま

す。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金
③　ヘッジ方針　　　　　　　　　金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引をおこなっており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎におこなっております。
④　ヘッジの有効性評価の方法　　特例処理の要件を満たす金利スワップについては有効性の評価を省略しており

ます。
⑺　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。
②　退職給付に係る会計処理　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の

会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なって
おります。

３．会計方針の変更に関する注記
（税効果会計に係る会計基準の適用指針の適用）
　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）を当事業年度
から適用し、計算書類における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取り扱いを見直しております。
　なお、この変更による影響は軽微であるため、遡及適用はおこなっておりません。

４．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を当事業年度の期
首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示し
ております。
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５．追加情報
（固定資産の振替）
　固定資産に計上していたもののうち、金額117,747百万円を販売用として所有目的を変更したため、販売用不
動産及び仕掛販売用不動産に振替えております。

（投資有価証券の振替）
　投資有価証券に計上していたもののうち、金額2,412百万円を販売用として所有目的を変更したため、営業投資
有価証券に振替えております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社の取締役（社外取締役を除く。）及び執行役員に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記につ
いては、連結注記表「５．追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

６．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 90,918百万円
⑵　追加出資義務

下記の特別目的会社の借入金返済義務等に対して追加出資義務を負っております。
（　）は当社の負担割合に基づく金額であります。

仙台一番町開発特定目的会社 1,000百万円
（640百万円）

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
①　短期金銭債権 3,182百万円
②　短期金銭債務 514百万円
③　長期金銭債権 －百万円
④　長期金銭債務 184百万円

７．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引高 営業収益 5,116百万円
仕入高 4,207百万円
販売費及び一般管理費 2,433百万円

計 11,757百万円
営業取引以外の取引高 2,232百万円
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８．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

当事業年度期首
株式数

当事業年度増加
株式数

当事業年度減少
株式数

当事業年度末
株式数

普 通 株 式 2,106千株 1,178千株 0千株 3,284千株
（注）１．自己株式の数の増加1,171千株は、株式給付信託（BBT）による当社株式の取得による増加であります。

２．自己株式の数の増加０千株（91株）は、日本ビューホテル㈱との株式交換に伴う端数株式の買取りによる増
加であります。

３．自己株式の数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
４．自己株式の数の減少０千株（570株）は、単元未満株式の買増請求による減少であります。
５．当事業年度末株式数には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式2,041千株が含まれております。

９．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
たな卸資産評価損 142百万円
投資有価証券評価損 4,757百万円
退職給付引当金 209百万円
未払事業税 954百万円
減損損失 3,264百万円
固定資産評価損 599百万円
資産除去債務 719百万円
株式給付引当金 476百万円
その他 505百万円

繰延税金資産小計 11,630百万円
評価性引当額 △6,183百万円
繰延税金資産合計 5,446百万円

繰延税金負債
投資有価証券評価益 △1,348百万円
固定資産評価益 △16,287百万円
固定資産圧縮積立金 △3,032百万円
その他有価証券評価差額金 △16,848百万円
その他 △584百万円

繰延税金負債合計 △38,101百万円
繰延税金負債の純額 △32,654百万円

10．リースにより使用する固定資産に関する注記
　該当事項はありません。

11．関連当事者との取引に関する注記
　該当事項はありません。

13
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12．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 644円40銭
⑵　１株当たり当期純利益 87円08銭

13．連結配当規制適用会社に関する注記
　当社は、連結配当規制の適用会社であります。

14
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